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地域公共交通サービスの確保において，自治体や住民，運行事業者などの地域に関わる組織が主導的役

割を果たす仕組みは，2006年の改正道路運送法，2007年の地域公共交通活性化再生法により整備が進めら

れた．さらに2011年度には「地域公共交通確保維持改善事業」という新たな枠組みが取り入れられるなど，

国による法制度の変革は急速に展開されている．では，自治体はこのような法制度下において，どのよう

に地域公共交通サービス確保の検討を行っているのか．法制度は有効に活用されているのか，地域住民は

どのように参画しているのか，公共交通会議では実質の議論がなされているのか，法定協議会設置は補助

金確保のみが目的となっていないか，などの問題意識の観点から，全国の自治体を対象としたアンケート

調査を実施した．本研究ではこの調査結果を報告しながら，2010年度時点での法制度下で自治体が展開す

る地域公共交通サービス確保の検討の実態を概観する． 
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1. はじめに 
 
 ( 1 ) 背景と目的 
地域公共交通サービスを確保するために，自治体が主

体的にその運営に関与することは，もはや地域公共交通

政策において常識となっている．自治体や住民，運行事

業者などの地域に関わる組織が主導的役割を果たす仕組

みは，2006年の改正道路運送法，2007年の地域公共交通

活性化再生法により整備が進められてきた．さらに2011
年度には「地域公共交通確保維持改善事業（生活交通サ

バイバル戦略）」という新たな枠組みが取り入れられる

など，国による法制度の変革は急速に展開されている． 
一方，2009年より検討が重ねられてきた交通基本法案

は，移動権の保障は明文化されぬ形で2011年3月に閣議

決定された．しかしながら，地域公共交通サービスを持

続可能なものとしていくためには，自治体がその拠とな

る交通基本計画の策定は，なおも不可避であろう． 
現在，多くの自治体では主に乗合バスという運行形式

によって地域の生活交通を確保しているが，自治体は国

が整えた法制度を有効に活用し地域公共交通サービス確

保を行っているのだろうか．地域住民はどのように参画

しているのか，公共交通会議では実質の議論がなされて

いるのか，など，自治体の地域公共交通検討の現状を把

握することは，今後の地域公共交通サービス確保におい

て有効な基礎資料となると考えた． 
そこで本研究では，全国の自治体を対象としたアンケ

ート調査を実施し，2010年度時点での法制度下で自治体

が展開する地域公共交通サービス確保の検討の実態を概

観しながら課題を整理し，そのあり方を探ることとした．

本稿では，まずアンケート調査の集計結果を報告する． 
 

( 2 ) 既往研究と本調査実施の経緯 
バスを主とした地域公共交通に関する自治体への調査

を，筆者らは定期的に実施している．まず，2006年度に

全国の自治体を対象に，自治体が運営に関与するバスに

関する実態調査をWebサイトへの入力形式で実施し，コ
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ミュニティバス等の運行実態を把握するとともに，地域

公共交通に対する自治体の考え方を整理した 1)  ． 
2007年度には愛知県内の自治体を対象に，コミュニテ

ィバス運行評価のためのモニタリングの実態と考え方に

関する調査を実施 2) し，さらに2008年度にこれを全国自

治体に拡張した調査を行い，運営におけるPDCAへの意

識や運行内容見直しの実態を把握した3)  ． 
一方，高山らは2009年度に「自治体における地域公共

交通確保の検討状況」についてのアンケート調査を全国

自治体を対象に実施し，その実態を把握するとともに過

疎地域あるいは市町村合併有無といった地域特性に着目

し，地域公共交通活性化・再生総合事業の実施実態に関

する分析を行っている 4)  ． 
今回，筆者らが実施した調査は，前節で述べたように

2010年度時点の法制度下における自治体の地域公共交通

サービス確保の検討実態を把握するとともに，2008年度

に実施した調査と同様に運行見直しに対する意識，さら

に自治体運行バスの維持のための収入に関する実態と意

識を把握することを目的としている．本稿では１つめの

目的に関する設問から把握できた実態を整理し，報告す

る．また，３つめの目的に関する結果については，本研

究発表会において別稿にて発表する． 
 
 

2. アンケート調査の概要 
 
自治体へのアンケート調査は，2011年1月時点の全市

区町村である 1,750 自治体に宅配メール便で配布し，郵

送または E-Mail によって回収した．その結果，1,006自
治体から回答が得られた（回収率は 57.5 % ）．設定した

調査項目を表-1 に示す．本稿ではこのうち，「Ⅰ．地

域公共交通に関する計画と評価のしくみ」および「Ⅱ．

地域公共交通の運営・検討体制」に関する設問の回答結

果の抜粋を報告する． 
地方別の回収自治体数は表-2 に示すとおりである．

これらは原則，管轄する運輸局別の集計であるが，神戸

運輸監理局に属する自治体は地方としては近畿に属する

ことから，これに統合した．沖縄については離島である

ことや都市モノレール以外の軌道系公共交通機関が存在

しないこと等から，自治体数は少ないが沖縄総合事務局

に属する自治体で集計した． 
 

表-2 アンケート回収自治体数 
地 方 回収数 地 方 回収数 

北海道 99 中 国 63 
東 北 121 四 国 46 
関 東 201 九 州 135 
北陸信越 91 沖 縄 16 
中 部 124 不 明 9 
近 畿 101 全国計 1,006 

 
以降の章では，自治体名および都道府県名が記載され

ていなかった9自治体を除く，997自治体を対象に集計し

た結果を示す． 
 
 

3. 地域公共交通計画策定の実態と運営の仕組み 
 
まず，自治体が地域公共交通施策を展開するにあたり，

その拠となる基本計画が策定されているかという設問に

対する回答を集計した結果を図-1 に示す．全体では策

定済みの自治体は 35% ，策定中は 7% であった．来年度

以降に策定予定まで含めると，半数を超えているものの，

地域の公共交通サービス確保を，目標を持って計画的に

展開していく体制は未だ充分に整っていないと言えよう． 

表-1 自治体アンケート調査の設問項目 

Ⅰ．地域公共交通に関する計画と運営の仕組みについて 問12 担当部署の体制 

問1 地域公共交通施策の拠となる計画の有無 問13 地域公共交通に関する自由意見 

問2 交通基本法に関する議論の実態 Ⅲ．自治体が関与するバスの運行について 

問3 地域公共交通として捉え，行政が関わる交通機関 問14 自治体が運行するバスの路線数 

問4 地域公共交通運営におけるPDCAへの意識 問15 運行の目的（重視する目的） 

問5 PDCAサイクルによる運営の仕組みの有無 問16 運行内容見直しの際の重視項目 

Ⅱ．地域公共交通の運営・検討体制について Ⅳ．自治体バスの収支について 

問6 地域公共交検討のための会議体について 問17 収支実態（運賃以外の収入に関する細目） 

問7 地域住民が主体となる検討組織の有無 

 

問18 収支状況に対する満足度 

問8 地域公共交通会議および法定協議会の構成と開催 問19 収支改善に向けた自治体の努力に関する意識 

問9 地域公共交通会議および法定協議会での討議状況 問20 収支改善に向けた対策実施 

問10 会議における有識者の役割 収支改善に向けた対策の重視度 問21

問11 運行内容や改善内容の検討体制 問22 担当部署の連絡先 
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 地方別では，北陸信越や中国地方において策定してい

る，あるいは策定予定のある自治体の割合が比較的高い

ように見うけられる． 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本アンケート調査は，交通基本法案の閣議決定前に実

施したものである．政府から法案の検討段階での指針等

が示される中で，自治体はこれをどのように捉えていた

のか．自治体における議論の状況を尋ねた結果が図-3  
である．約 62% の自治体が「関連部署内で話題となる

など、意識している」程度に留まっており，約 25% の
自治体ではまったく話題となっていない．  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に図-3 は，行政が「地域公共交通」として捉え，

その運行計画や運営に関わっている交通機関について回

答を求めた結果であり，全997自治体のうち，どれだけ

の自治体が該当する交通手段を対象としているかを示し

ている．「②自治体内の基幹的なバス路線」が最も多く， 
70% を越えている．量的には少ないが「⑪自転車の共同

利用」を地域公共交通として捉えている自治体が 7.2%
（72自治体）存在することは興味深い． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫

0% 20% 40% 60% 80% 100%

01.北海道（n=95）

02.東北（n=117）

03.関東（n=200）

.北陸信越（n=91）

05.中部（n=124）

06.近畿（n=101）

07.中国（n=63）

08.四国（n=46）

09.九州（n=134）

10.沖縄（n=16）

全国計（n=987）

04

策定している 現在策定中 来年度以降策定予定 策定の予定無し

①船舶，②鉄道，③路面電車（LRTを含む） 
④新交通システム（モノレールなど） 
⑤都市間を結ぶバス路 
（複数の自治体を運行する広域路線を含む） 
⑥自治体エリア内の基幹的なバス路線 
（定時定路線サービス） 
⑦自治体エリア内の支線的なバス路線 
（ワゴン・セダン等小型車両によるサービスを含む） 
⑧自家用自動車による有償運送 図-1 公共交通計画の策定状況 
（福祉有償運送、過疎地有償運送 など） 
⑨スクールバス，⑩タクシー 
⑪自転車の共同利用 
（レンタサイクル、コミュニティサイクルなど自転車活用施策） 
⑫その他 

 図-3 地域公共交通として捉え関わる交通機関

 
図-4 は，地域公共交通サービスの計画・実施・評

価・改善を継続的に行っていくPDCAサイクルを意識し

ていると回答した623自治体について，その仕組みを整

えているかどうか尋ねた結果である．無回答 9自治体を

除く全体では，約 60% が「仕組みを整えている」「現

在検討中」と回答している．地方別に見ると，北陸信越，

中部，北海道，九州において，比較的多くの自治体で仕

組みが整えられている． 

0%

さらに「仕組みを整えている」と回答のあった全国

235自治体のうち，その仕組みを公共交通計画において

明示している自治体は，約 68%  の 159 自治体であった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海道（n=35）

東北（n=70）

東（n=132）

信越（n=65）

05.中部（n=89）

06.近畿（n=65）

07.中国（n=41）

08.四国（n=30）

09.九州（n=85）

10.沖縄（n=5）

全国計（n=617）

01.北

02.

03.関

04.北陸

仕組みを整えている 現在検討中 整えていない

図-4 PDCAサイクルによる運営の仕組みの有無

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①
②
③
④
⑤
⑥

① 議会で質問等がなされたことがある 
② 議会委員会で取り上げている 
③ 個別施策の公的委員会や審議会で議論されたことがある 
④ 関連部署内の会議などで議論されたことがある 
⑤ 関連部署内で話題となるなど、意識している 
⑥ まったく話題となっていない 

図-2 交通基本法に関する自治体での議論
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4. 地域公共交通の運営および検討の体制 
 

( 1 ) 地域公共交通検討のための会議体 
地域公共交通サービスを検討するための体制として，

どのような会議体を設置しているかという設問に対する

回答結果を図-5 に示す．地域公共交通会議を設置して

いる自治体は，東北，中部，中国など 80% 近くに達す

る地方もあるが，全国では 61% に留まっている．「地

域公共交通の活性化及び再生に関する法律」（以下、活

性化再生法）に基づく法定協議会（以下，法定協議会）

については，全国で約 32% の自治体が設置し活性化再

生事業に位置付けた施策に取り組んでいる． 
一方，その他の会議体を設置し，検討を行っている自

治体は全体の 21% 存在する．この中には，地域公共交

通会議や活性化再生法の法定会議を設置しながらも，別

組織を持つ自治体が多々見られる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6 は上記の会議体以外に，地域住民が中心となっ

て地域公共交通サービス確保の検討を行う組織が存在す

るか，尋ねた結果である．全国では「住民主体の組織は

存在しない」という回答が 82% にのぼる．「住民が自

ら設置した組織がある」自治体は，地方間の比較では中

部・中国地方で若干多く見られるものの，全体では僅か 
7% （71自治体）であった．また，この71自治体に「組

織の中心となるキーパーソンの有無を尋ねたところ，57
自治体が「存在する」と回答している． 
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05.中部
（n=124）

06.近畿
（n=101）

07.中国
（n=63）

08.四国
（n=46）

09.九州
（n=135）

10.沖縄
（n=16）

全国計
（n=997）

住民主体の組織は存在しない
行政主導で設置した組織がある
住民が自ら設置した組織がある

0% 20% 40% 60% 80% 100%

01.北海道
（n=99）

02.東北
（n=121）

03.関東
（n=201）

04.北陸信越
（n=91）

05.中部
（n=124）

06.近畿
（n=101）

07.中国
（n=63）

08.四国
（n=46）

09.九州
（n=135）

10.沖縄
（n=16）

全国計
（n=997）

地域公共交通会議
活性化再生法法定協議会
その他の会議体

 図-6 住民が主体となる検討組織の有無

 
図-7 は，地域公共交通会議または法定協議会の年間

の開催頻度である．全体では年間2回以下の開催頻度の

自治体が半数を超えているが，5回以上開催している自

治体も存在する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

01.北海道（n=48）

02.東北（n=83）

03.関東（n=90）

04.北陸信越（n=65）

05.中部（n=88）

06.近畿（n=58）

07.中国（n=44）

08.四国（n=30）

09.九州（n=81）

10.沖縄（n=2）

全国計（n=589）

図-5 地域公共交通検討のための会議体設置状況

１回以下 ～２回 ～３回 ～４回 ～５回 ～12回 
 図-7 地域公共交通会議等の年間開催回数



 
( 2 ) 公的会議の構成と討議の実態  
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地域公共交通会議および法定協議会を構成する住民委

員（福祉団体や女性団体代表者）の平均値を地方毎にま

とめた結果を図-8 に示す．全国平均は5.7人，最も多い

東北で6.0人であった．また，委員の公募を行っている

か尋ねたところ，回答のあった618自治体中「行ってい

る」という回答は92自治体（14.9%）のみであった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
さらに，これら会議における一般傍聴者の有無につい

て尋ねたところ，図-9 に示すように全体では「ほとん

どいない」という回答が 80% を越える結果となった．

地方別では関東，中部，中国などでは傍聴者がいるとい

う自治体の割合が比較的高い． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一方，有識者として委員を務める人材の本務ついて質

問した結果が図-10 である．全体で見ると，大学教員の

割合が 25.7% ，次いで「その他」であった．「その他」

には「有識者委員を設定していない」という自治体が少

なからず見られた．他には国や都道府県職員，交通事業

者を有識者委員に位置付けているケースや，観光協会，

商工会議所役員，NPO等市民団体の役員などが有識者委

員として挙げられている．地方別に比較してみると「大

学教員」を有識者委員としている自治体の割合が中部，

中国で高くなっている． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に，公的会議において事務局が提示した議案に対し

て，活溌に意見が出されているか，尋ねた結果を図-11 
に示す．全体では 27.8% の自治体が「活溌な議論がなさ

れる」と回答しているものの，3.7% の自治体では委員

から意見が出されることはほとんどないという状況であ

る．地方別では九州，中部などで「活溌な議論がなされ

る」と回答した自治体の割合が比較的高い． 
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図-8 公的会議における住民代表委員数

大学教員
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コンサルタント技術者
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図-10 公的会議における有識者委員の本務
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図-9 公的会議における傍聴者の有無

委員から意見が出されることはほとんどない

まれに意見が出されることがある

たびたび意見が出されることがある

活発な議論がなされる

図-11 公的会議における討議の雰囲気
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( 3 ) 検討・運営における行政側の体制 
自治体が地域公共交通サービス確保を検討するにあた

り，どのような体制で臨んでいるのか尋ねた結果を示す．

まず図-12 は，運行内容の検討や評価・改善案作成作業

における外部支援に関する回答結果である．外部の支援

とはコンサルタントへの業務委託によるものも含まれる

が，全体で 66% の自治体が「行政職員のみで対応」と

回答している．中部，北陸信越，関東，中国などの地方

では，外部の支援を得ている自治体の割合が比較的高い． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-13 は，どのような組織から外部支援を得ているか，

尋ねた結果である．全体では「コンサルタント」を回答

に挙げている自治体が 67.5% にのぼる．「大学研究室」

を挙げた自治体の割合が比較的高いのは，中部，関東，

近畿であった．「その他」には具体的に運行事業者，住

民組織，都道府県の協議会等の記載が見られた． 
最後に地域公共交通施策を担当する職員数を尋ねた結

果を図-14 に示す．自治体規模の影響を多大に受けるも

のと考えられるが，全体で約 40% の自治体が１人未満

の担当者で対応している状況にある． 
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図-14 地域公共交通を担当する自治体職員数
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行政職員のみで対応 専門家の支援を得ている

図-12 地域高お経交通確保の検討体制

 
5. おわりに 

 
以上のように，全国自治体を対象としたアンケート調

査結果を集計し，2010年度時点での法制度下における市

区町村の地域公共交通確保の実態を概観した．その結果，

施策の拠となる計画の不在や交通計画策定の必要性への

意識の低さ，活溌に討議がなされない公的会議が存在し

ていること，地域公共交通施策に充てることのできる工

数が限られる中で，行政職員のみで対応している状況に

ある自治体が多々存在すること，などの現状を把握する

ことができた．地方別集計結果に見られるように，地域

特性による差違があるものと考えられ，今後，より詳細

な分析を行い，課題を整理していく予定である． 
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図-13 外部支援を受ける対象 
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